


1 . 5 .  調  査  方  法

　原則として物件リストを悉皆とし、２０１４年のデータは第Ⅶ章

に収録した。

2 . 調 査 の 内 容 6 ． 調査対象期間

イ . マンション建設・販売  ２０１４年１月～１２月末

ロ . マンション市場動向

ハ . ブロック別市場動向 7 ． 分析・集計期間

ニ . 事業主別建設状況  ２０１５年１月１０日～２月１０日

3 ． 調  査  対  象 8 ．

　２０１４年１月から２０１４年１２月末までに全国で発売されたマンション

（原則として３階建て以上の民間の中高層共同分譲住宅）。投資用物件、定期

借地権物件、賃貸住戸、非住戸、非分譲住戸、店舗、オフィスは含まず。

4 ． 調査対象物件の抽出

　各ブロックごとの地方紙広告欄（例えば札幌地区・北海道新聞。仙台地区・

      調    査    の    概    要

　この調査は特に地方中核都市に於けるマンション建設状況を明らかにすると

ともに、今後のマンション建設の企画に資することを目的としております。

調 査 の 目 的

した。

㈱不動産経済研究所　企画調査部　TEL０３（３２２５）５３０１

調査の企画・集計・分析

河北新報等）から販売物件をリスト化し、パンフレットを使用して数値を算出

 　首都圏は「不動産経済調査月報・首都圏版」を参照。

 　近畿圏は「不動産経済調査月報・近畿圏版」を参照。
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